
Ⅰ 序
現代社会の問題領域は多岐に渡っている。そ

れは例えば、社会変動、社会集団、家族、地域
社会、都市、政治、社会心理、社会病理、国民
経済、企業経済、比較社会等が挙げられる。こ
れら諸分野は、相互に関連を有しているが、こ
のうち企業経済を固有の研究対象とする学問
が、経営経済学（Betriebswirtschaftslehre）で
ある。この経営経済学もまた他の学問と相互関
係を有しうる。さてこの学問、経営経済学名称
の発祥地は、ドイツである。ドイツ経営経済学
の前身は、１８６０年代－１９１０年代の私経済学
（Privatwirtschaftslehre）といわれるものであ
る。この私経済学は、１９世紀末にドイツ商科大
学において、商業諸学の科学化、商業諸学の経
済学化の要請に基づいて、形成されて来たもの
である。また企業経済と関連を有する国民経済
を研究対象とする学問は、国民経済学（Volks-
wirtschaftslehre）である。この国民経済学も
経営経済学と共に経済科学の分野に含まれるの
で、経営経済学は、経済科学の重要な一部門と
して、国民経済学と有機的関連を有するものと
なる。
さて経営経済学の研究対象は、企業経済分野

のうちの経営組織問題、経営価値の流れの問題
および計算制度問題の領域である。このドイツ
経営経済学の諸問題を設定する代表著作は、例
えば、第二次戦後では、E．ハイネン（Edmund
Heinen）の著作『経営経済学入門』１９６８年１）、
E．コジオール（Erich Kosiol）『経営経済学の
構 築』１９７３年２）、D．シ ュ ナ イ ダ ー（Dieter
Schneider）『一般経営経済学』１９８７年３）、そし
てシュナイダー『経営経済学』４巻１９９５－２００１
年４）等が挙げられる。このように、この問題設
定が通説としてドイツでは一般的に承認されて
いるところである。換言すれば、経営経済学の
枠組みは、企業経済のうちの企業経営（生産、
販売、財務）を研究対象とする経営学（Betriebs-
lehre）と、おなじ企業経済のうちの企業計算

（簿記、貸借対照表、損益計算）を対象とする
会計学（Verrechnungswissenschaft）とから構
成されるものとなる。ではこのような特質をも
つドイツ経営経済学は、日本経営経済学界で
は、どのように受容され、今日に影響を及ぼし
ているであろうか。それについては例えば、ド
イツ現代経営経済学の第一人者W．ヴェーバー
（Wolfgang Weber）によれば、ドイツ経営経
済学の考え方は、かって日本に移植され、極め
て多くの成果をもたらした。その結果、日本に
おいて生み出された構想が、今度は世界中で議
論され、またさまざまな形で受け入れられるに
いたった５）としていることろである。

Ⅱ 日本の経営経済学
わが国の経営経済学は、ドイツ経営経済学と

アメリカ経営管理論（Business Administration．
経営学）を導入することによって生成、発展し
てきた。もちろんドイツ経営経済学やアメリカ
経営管理論も、日本的風土６）の上に摂取されて
きたのである。従ってわが国の経営経済学形成
の経緯には、日本の独自性が看過されてはなら
ない。しかしそれと同時に、日本経営経済学の
形成に対して、ドイツ経営経済学とアメリカ経
営管理論の果している意義や役割は、正当に評
価される必要がある、と考えられる。
さてわが国における経営経済学研究が本格化

した時期は、ドイツ経営経済学が、わが国の留
学生によって導入されるようになった、大正１０
（１９２０）年代からである。この導入初期の段階
においては、わが国では学者によりドイツ経営
経済学を構成するドイツ経営学とドイツ会計学
のうち一方のみを論述する状況がみられた。例
えば、ドイツ経営学を論じる渡辺銕蔵『商事経
営論』１９２２年とか、ドイツ会計学のみを論じる
上野道輔『貸借対照表』１９２２年が挙げられる。
しかし世界経済恐慌後の１９３０年代から第二次大
戦前までは、概して経営学と会計学を一対化し
て論じるドイツ経営経済学本来の在り方が主流
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となる。例えば、それには中西寅雄『経営経済
学』１９３１年、『経営費用論』１９３６年や小高康雄
『経営計算論』１９４０年、『経営経済学』１９４３年
が挙げられる。
一方、アメリカ経営管理論のわが国への導入

は、大正末期であり、その経営管理論では、F.
W．テイラー（Frederick Winslow Taylor）『科
学的管理論』１９１２年７）が、国松豊『科学的管理
法綱要』１９２４年によって紹介されるものとなる。
他方で、アメリカ会計学のわが国への導入は、
H.R．ハットフィールド（Henry Rand Hatfield）
『最近会計学』１９１０年８）が訳書として紹介され
ている。しかし後述でみるように、戦前のアメ
リカの経営管理論と会計学を分離した学問の枠
組みは、戦前のドイツ経営経済学にみられる経
営学と会計学を一対化した枠組に見られるよう
な影響を、日本経営経済学界には及ぼしてこな
かった。わが国の経営経済学の一分科である経
営学研究がアメリカ経営管理論に傾倒するよう
になるのは、第二次大戦後のことである。
従ってわが国の経営経済学の一方の経営学

は、戦後においでは、アメリカ経営管理論によ
り形成されてきた観がある。そしてその後、
１９５０年代ドイツの「社会市場経済」体制の確立
による企業経済の復興にともない、ドイツ経営
経済学の導入もわが国に再開され、現代に至っ
ているといえよう。そこで企業経済を問題とす
る経営経済学研究について考える場合、日本に
おいてはドイツ経営経済学とアメリカ経営管理
論のもつ意味の相違性と関連性の解明が必要と
なる。その際、問題は、戦後において日本で
は、ドイツ経営経済学研究の影響により、経営
学と会計学を一対化して研究する方向と、アメ
リカ経営管理論研究の影響ににより、経営学と
会計学を一対化しないで研究する方向が見られ
ることである。
そこで戦後の日本において経営学と会計学を

一対化してとらえる経営経済学の枠組みを主張
するドイツ経営経済学的見解をみてみよう。例
えば、斉藤隆夫は著作『会計制度の基礎』１９７５
年で「会計を経営の中で一つの制度として考え
る…換言すれば会計学を経営学と相互依存の関
係で取り扱う」とし「経営学を総合的に考察し、
その中に会計学を位置づけるのが最も正しい方
法である」とする。また山本安次郎も著作『経
営学本質論』１９６１年で「会計は経営に固有の職
能である」このことから「会計学は自律性をも
つよりはむしろ経営学の一部門である」とする。
一方、戦後の日本では、学問のアメリカ化と大
学カリキュラムの分化にともない、経営学を会

計学から分離した別個の学科とするアメリカ型
の見解が登場する。例えば、青木茂男は論文
「管理会計と経営学」１９７１年で「戦後の日本で
は、アメリカの影響が強くなったことによっ
て、経営学と会計学とは一応分離され、それぞ
れが独立の研究領域となっている」とする。ま
た中村忠も著作『現代会計学』１９７５年で戦後の
「わが国では会計学と経営学ははっきり分かれ
ている…経営学は経営内部における計算的な面
を取り扱うが、その外に経営組織や人間問題を
取り扱う」。「会計原則論を中心とする今日の会
計学は」、「経営学とは別個の独自性をもたなけ
ればならない」とする。このように日本の経営
経済学研究において、ドイツ的とアメリカ的の
二つの傾向が併存することは、日本的風土の一
つの特質であるといえるかも知れない。そこで
次に戦後の日本の経営経済学研究において、経
営学と会計学の分立に影響を及ぼしていると考
えられるアメリカ諸科学とアメリカ経営管理論
の特質を考察するものとする。

Ⅲ アメリカのプラグマティ
ズムと経営管理論

アメリカ経営管理論（経営学）は、経営者も
しくは管理者の立場からの、彼等の実践上の必
要性を基準にしているところの実用主義的な方
法にもとづく管理や組織の研究であるという一
般的な学問の性格を有するもの９）、とされてい
る。このアメリカ経営管理論が有する学問的性
格は、アメリカにおける諸科学と同様、独自な
認識論によって特徴づけられる。その諸科学の
哲学的認識論は、１９世紀後半以降のアメリカに
発展して来たところの思想であり、言葉や概念
の意味を確定する道具や方法を考えるプラグマ
ティズム（pragmatism）により規定されてい
る１０）、といってよいであろう。
ではプラグマティズムの特質とは何か。まず

プラグマティズムの名づけ親とされるC.S.
パース（Charles Sanders Peirce）によれば「プ
ラグマティズムとは、それ自体の形而上学の学
説でなく、事物の真理を決定する企てでもな
く…むずかしい言葉や抽象的概念の意味を突き
止める方法に過ぎない」１１）とする。もともと
パースの思想は「I．カント（Immanuel Kant）
の『純粋理性批判』の一般的結果」１２）によって
いるものである。つまりカントは物自体と現象
の相互関係について『純粋理性批判』で「付与
された対象は現象であって客観自体としての対
象から区別される」１３）とする。つまり「同一の
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対象が物自体であると同時に、現象であるとい
うこと、その対象において物自体は認識不可能
だが、まさにその対象において物自体は現象す
る」１４）ということである。この物自体と現象の
相互関係の認識から、パースによれば「カント
思想の第一歩…は、われわれのすべての知識が
人間の経験（human experience）および人間
の精神（human mind）の本性に対して相対的
（relative）である…ということを認識する」
とする。そこでパースは、物自体ではなく、現
象としての対象の意味を突き止めようとする方
法を、プラグマティズム１５）とするのである。
このようにパースのプラグマティズムは、相

対主義、多元論、反主知主義の特質を有する。
このパースの思想を、W．ジェームズ（William
James）は、１９０７年に新しい真理の理論として
提唱し直す。ジェームズによれば、プラグマ
ティズムとは「ただ一つの方法に過ぎない」１６）。
その方法とは「なんら特殊な結果でなく、定位
の態度であったに過ぎない。すなわち最初のも
の、原則、「範疇」、想定された必然性から目を
そむけ、最後のもの、成果、帰結、事実に向お
うとする態度」１７）のことである。そして「いか
なる観念も我々をして我々の一部分から他の部
分へと満足のゆくような関係に入ることを可能
にするということにおいて真理であり…道具と
いう意味で真理である」１８）。それゆえ「観念は、
真理であるから有用である」１９）とするのである。
換言すれば、プラグマティズムによる人間の認
識作用は、事象を本質究明するのではなく、人
間がその認識を通じて実践上の帰結を得ること
が可能であること、すなわち「有用」であるこ
と、のうちに存するものとなるのである。
このような特質をもつプラグマティズムの認

識論に基づき、既述のアメリカ経営管理論を構
想すると次のようになるであろう。つまりアメ
リカ経営管理論は、企業経営の管理や組織問題
を研究することはもちろんである。しかしその
研究は、企業経営それ自体、または企業経営の
一般性と本質の解明を志向するものではない。
アメリカ経営管理論は、企業経営の目的や目標
を達成するための活動をいかに有効かつ実用的
に行うかの「方法」を探求する学問となる。こ
のような経営管理論の事態について、１９６１年に
H.D．クーンツ（Harold Koontze）がはじめて
指摘したように、いわゆる「管理論のジャング
ル」２０）状況が挙げられるのである。従ってアメ
リカ経営管理論の一般的性格は、実用主義的な
方法に基づく企業経営の管理と組織の研究であ
るという点に求められる。アメリカ経営管理論

を以上のように思考すると、他方のアメリカの
会計学は、企業計算の諸問題のうちの計算制度
現象について利益追求目標の実践上の必要性を
基準とする実用主義的な研究方法に基づく学問
となる。
このように研究対象としての企業経済を企業

経営と企業計算とに分離して実用主義的に考察
するため、アメリカの経営管理論と会計学は、
個別に成立するものとなるのである。それゆえ
アメリカの経営管理論と会計学の分立の必然性
は、そのプラグマティズムの方法からいっても
理解しうるところである。従ってアメリカ経営
管理論の代表的な論者達、例えば、テイラー
『科学的管理法』１９１２年、C.I．バーナード
（Chester Irving Barnard）『経営者の役割』
１９３８年２１）、H.A．サイモン（Hervert Alexander
Simon）『経営行動』１９５７年２２）、P.F．ドラッカー
（Perter Ferdnand Drucker『経営者の条件』
１９６６年２３）等の著作には、会計学は論述されてい
ない。また他方、アメリカ会計学の代表的な論
者達、例えば、H.R．ハットフィールド『最近
会計学』１９１０年、W.A．ペイトン（William Pa-
ton）『会計原理』１９１６年２４）、W.J．ヴァッター
（William Joseph Vatter）『会計理論の基礎』
１９４７年２５）、N.M．ベ ッ ド フ ォ ー ド（Norton
Moore Bedford）『所得決定理論』１９６５年２６）等
の著作には、経営管理論が含まれていない。そ
れゆえアメリカ学界では、経営管理論と会計学
とは別個の学問として成立し、発展してきたと
いう特質をもつことになるのである。

Ⅳ ドイツの経営経済学と
方法論争

日本の経営経済学研究は、戦後におけるアメ
リカ経営管理論の影響の一部を別とすれば、概
ね既述のように第二次大戦前・大戦後も経営学
と会計学を一つの枠組みとして把握するドイツ
経営経済学の影響下にあったといえよう。そこ
でドイツ経営経済学界において経営学と会計学
の枠組構成を明確にする代表的な経営経済学者
名を挙げると、次のようである。例えば、戦前
の J.F．シェアー（Johann Friedrich Schär）『一
般商業経営学』１９１１年２７）、H．ニックリッシュ
（Heinrich Nicklisch）『経営経済』学１９２９－
１９３２年２８）、さらに戦後のE．グーテンベルク
（Erich Gutenberg）『経営経済学原理』１９５１
年２９）、G．ヴェーエ（Günther Wöhe）『一般経
営経済学入門』１９６０年３０）等の経営経済学は、企
業経済それ自体と企業経営および企業計算の解
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明を、相互関連づけて企てるのである。従って
伝統的な経営経済学のもつ経営学と会計学の一
対化した枠組は、現代ドイツ社会において通説
である。
しかし戦後においては、ドイツ学界へのアメ

リカ諸科学の影響に伴い、ドイツ経営経済学に
対するアメリカ経営管理論の影響は、日本の経
営経済学界ほどではないにせよ、指摘されると
ころである。例えば、G．シャンツ（Günther
Schanz）は、アメリカ諸科学に見られる行動
科学を、K.R．ポパー（Karl Reimund Popper）３１）

や H．アルバート（Hans Albert）３２）の主張する
批判的合理主義の立場から、伝統的なドイツ経
営経済学に付加して、新しい『行動理論的経営
経済学』１９７７年３３）を、提唱した。またサンク
ト・ガレン学派のK．ブライヒァー（Knut
Bleicher）は、アメリカ経営管理論のManage-
ment 用語をそのまま前面に出し、N．ルーマン
（Niklas Luhmann）３４）の社会システム論に依拠
して『標準的マネジメント論』３５）を刊行してい
る。従ってこのような著作には、企業計算を論
述する会計学は展開されていない。そしてドイ
ツ経営経済学界では、これらの潮流は評価され
なければならない、とはいえ少数である。従っ
てドイツ学界では、経営学と会計学を一対化し
て把握する伝統的な経営経済学研究が依然とし
て主流である。例えば、戦後の経営経済学者
グーテンベルクによれば、経営経済学にとって
「企業指導の経営政策上の決定は、広く計算制
度の効果に基づいており、計算制度の効果は、
経営事象を明らかにし、従ってまた、計算制度
の経営事象を見通し、かつ導く」３６）とする。ま
た現代のヴェーバーによれば「経済科学〔経営
経済学〕や経済行動にとっても重要で、長い伝
統を有する一つの領域は、計算制度で」３７）あり、
その「計算制度において分析された情報は、経
営の意思決定にとって重要な情報の基礎でもあ
る」３８）とする。このようにドイツ経営経済学界
においては、戦後においても、経営学と会計学
は、相互関連づけられ、一対化して論じられる
のが、通説である。
また既述のようにアメリカ経営管理論や会計

学は、それが目標達成志向者の実践上の必要性
を基礎として、企業経済を与件とし、それを思
考の前提とするように企業経済の本質を直接的
に究明するものではない。これに対し、ドイツ
経営経済学は、企業経済を「与件として受けと
めるのではなく」企業経済それ自体、つまり企
業経済の内的必然的な連関、一般性や普遍妥当
性、本質の究明を思考するものである。それゆ

えドイツ経営経済学のこの本質究明を思考する
方法には、哲学、社会思想および社会科学方法
論３９）が基礎づけられている。従ってドイツ経営
経済学の戦前、戦後におけるような数次に渡る
経営経済学方法論争３９）は、ドイツに固有の特質
である。つまりこのような方法論を有するから
こそ、ドイツ経営経済学は、対象の統一性が経
営学と会計学の一対化、関連性を問題とするも
のとなるのである。
ではドイツ経営経済学を特色づける方法論争

とは何か。その経営経済学方法論争を一定の枠
組で条件づけるものは、社会科学方法論争であ
る。周知のように社会科学は、１８世紀から１９世
紀に至るまで、哲学の一部に包括されてい
た４０）。それゆえ社会科学方法論上の問題も哲
学、社会思想の方法論上の問題に含まれていた
とみるべきだろう。事実、社会科学方法論上の
問題は、哲学との対比において、例えば、すで
にT．パーソンズ（Talcott Parsons）により
理想主義的伝統と実証主義的伝統の枠組で構
築４１）されてきている。このような哲学、思想に
おける理想主義的傾向と実証主義的傾向の類型
化は、現代思想においても固有であり、従って
広く社会科学、経営経済学において展開されて
きた数度にわたる方法論争においてもみられる
ところである。

Ⅴ 結
グローバル化が進展する現代社会において、

企業経済活動は、多様化、複雑化、不果実性の
下で、さらなる展開が要請されるところであ
る。そのためにも現代の企業経済それ自体とそ
の下に生成する新しい諸現象を原理的、相互関
連づけて把握する経営経済学研究の必要性が出
てくるものとなるといえよう。しかしわが国の
経営学と会計学研究には、一部において、アメ
リカ経営管理論の影響下にあって、相互に分離
され、それぞれが独立の研究分野とみなされる
状況がみられるところである。しかしこのよう
に米独二つの傾向をもつ状況では、つまり異
なった方法と対象を受け入れるという日本的風
土の下では、わが国の経営経済学が、新しい学
問を打ち立てようとしても、多様化する企業経
済それ自体とその現象の原理的、現実的把握を
困難とするであろう。そこで以上の帰結から、
企業経済それ自体および企業経営・マネジメン
トと企業計算・アカウンティングの現象の原理
的、相互関連的な把握を思考するための認識論
の方法論に立ち帰り、経営学と会計学を不可分
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として、一対化する経営経済学研究の新たな構
築が求められる。換言すれば、研究課題は、戦
後にアメリカ経営管理論の影響を受けたわが国
における経営経済学研究の一部の軌跡を自己否
定し、経営学と会計学を一つの枠組として把握
する本来的な経営経済学の復権に自己限定する
ことである。
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